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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数です。

 (3) 特記事項

　  平成１７年１０月から、職員の給料の減額措置（０～７％）を行っています。

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

１８年度

25.1%

（参考）

区　　分

１８年度 86,769,139千円 318,673千円 21,712,796千円

一人当たり職員数

24.0%

実 質 収 支歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成18年度末）
区　　分

260,159人

徳島市の給与・定員管理等について

17年度の人件費率

人 件 費

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

人 件 費 率

6,587千円2,243人 14,773,555千円

類似団体平均

一人当たり給与費

6,512千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料

9,161,536千円

職員手当

1,642,461千円

給与費 B/A期末・勤勉手当

3,969,558千円
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１９年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１６年～１８年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

（本市職員のデータは、正規職員のみを対象としていますが、民間データはアルバイト、パートなどの非正規職員を含んでいます。）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に

 支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

― ―

1.36

1.59

―

7,727,28455.6 287,300 1.64

6,003,956

299,800

1.57

1.59

――

民間
（Ｄ）

Ｃ／Ｄ

年収ベース（試算値）の比較

参　考

1.83

うち学校給食員

うち用務員

6,672,140

5,780,012

227,200

―

Ａ／Ｂ
対応する民間
の類似職種

345,771

― ―

公務員
（Ｃ）

― 320,514

類似団体平均 45.8 212

国 48.8 5,193 287,094

347,715

うちその他 42.3 147 319,410 383,271 335,525

徳島県 44.3 282

徳島市 42.6 577 326,058

332,760

404,072375,526

346,993331,226 355,813

公　務　員

類似団体平均 43.3 346,926 418,711

平均年齢 職員数

350,624

国 40.7 325,724 ―

徳島県 43.7 360,333 430,414

区　　分

190 329,032

416,500 375,399

390,004

383,541

平均給与月額
（国ベース）

382,928

407,195

―

― ―

1.95

1.77

2,970,100

4,192,600

―

4,366,200

3,284,300

うちその他

45.9

うち自動車運転手

用務員 53.9

― ―

自家用乗用
自動車運転者

調理士 214,500

367,813328,016

うち学校給食員 42.8 321,828 341,176

470,007

徳島市

89

140

うち自動車運転手 46.9 11

区　　分

うち清掃職員

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ）

うち用務員 43.4

365,397325,556

廃棄物処理業
従業員

43.3

民　　　間

うち清掃職員 42.0

平均給与月額

（国ベース）

徳島市

平均年齢 平均給料月額

378,353

平均給与月額

342,902

区　　分

平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）

42.9 347,861
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技能職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　１　基本的な考え方

　　　地方公務員の給与については、地方公務員法第２４条第３項の規定に基づき、国、他の地方公共団体及び民間事業所の給与を

　　考慮して定めることとされております。

　　　このことから、本市の給与制度は、人事委員会を設置し、県内の民間給与を反映している徳島県の給与制度に準ずることを基本

　　に考えています。

　２　具体的な取組内容

　　　本市の技能職員の給与制度については、上記の考え方に基づき、平成１９年１月に次の見直しを行いました。

　　(1)　1級制の給料表から徳島県と同じ5級制の給料表に切替え

　　(2)　高齢層職員の昇給抑制制度の導入

　　(3)　各種手当の支給対象者の見直し及び支給月額の引下げ

　３　その他

　　　本市の技能職員の職員数については、事務事業の見直しや外部委託の推進により、平成２２年度までに平成１７年度の職員数

　　と比べて約１１０人削減する予定です。

　　　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての　　　　 

　　　　 諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当などの手当　　

　　　　 が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

平均年齢 平均給料月額

443,431

平均給与月額

類似団体平均 43.5 350,223 375,268

類似団体平均 41.9 381,099 424,205

徳島市 41.8 346,784 366,198

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

区　　分

徳島市 42.7 408,081

徳島県 43.3 395,088

452,324
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 (2) 職員の初任給の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１９年４月１日現在）

人 %

人 %

人 %

人 %

人 %

人 %

人 %

人 %

（注）１　徳島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

　　　昇給への勤務成績の反映については、地方公務員第４０条の規定に基づき、課長級以下の職員を対象に勤務成績及び能力の評定を

　　実施し、その結果を昇給に反映させています。

368,656

314,516

340,833

433,056

387,654

315,712

区　　　　　分 徳　島　市 徳　島　県 国

259,744

高等学校教育職 大　学　卒

271,368 319,761

経 験 年 数 １ ５ 年

技能労務職 高　校　卒 206,857

高　校　卒 208,294 267,786

中　学　卒 127,700 131,500

高等学校教育職 大　学　卒 190,500 197,400

高　校　卒 138,400 142,800

技能労務職 高　校　卒 135,600 140,300

一般行政職 大　学　卒 170,200 176,800

経 験 年 数 ２ ０ 年

幼稚園教育職 大　学　卒 190,500 ―

２　級

標準的な職務内容

主事・技師

334,750 393,827

区　　分

１　級

区　　　　　分 経 験 年 数 １ ０ 年

幼稚園教育職 大　学　卒 289,748

一般行政職 大　学　卒

7.0

164

170,200

138,400

135,600

127,700

―

71

―

構成比

21.3

226

200

職員数

６　級

14

３　級

４　級

33

1.4

3.2

主任・主事・技師 16.2

22.3

19.7

係長・主任

係長

副部長

部長

課長補佐

90 8.9

216

課長

７　級

５　級

８　級
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

・管理職加算　２３～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）
　

　　　地方公務員法第４０条の規定に基づき、課長級以下の職員を対象に勤務成績及び能力の評定を実施していますが、勤勉手当には

　　反映させておりません。今後は反映するよう検討していきます。

 (2) 退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

 (3) 地域手当

（平成１９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。                                                                          

国

3.0

1.6

１人当たり平均支給額（平成１８年度）

支給対象地域

支給対象地域

東京都特別区

12

47.5

59.28

支給率

10,555

14

支給実績（平成１８年度決算）

国の制度（支給率）

医師 12

13 0

国の制度（支給率）

18

支給率

15 15

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額です。

558,209

東京都特別区

0

―

医師

59.2847.5

41.34

徳島県

3.0 1.45

徳島市

１人当たり平均支給額（平成１８年度）

1,803

1.6 0.75

徳島市

33.5

23.5 30.55

支給対象職員数

59.28

―

33.5

国

1.45

0.75 0.751.6

1.453.0

23.5

59.28

2,233

41.34

30.55

59.28

59.28

27,955

1,889
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 (4) 特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

動物取扱業務等

夜間業務手当
（技能職員）

特別養護老人ホームに勤務
する職員

動物園業務手当
（技能職員）

動物園に勤務する職員

葬斎場業務手当
（技能職員）

葬斎場に勤務する職員 火葬業務 １体1,800円

福祉業務手当
（技能職員）

特別養護老人ホーム，寿楽荘に
勤務する職員

常時介護業務

1勤務380～6,800円

年末年始業務手当
環境事業所，浄化センター，
病院，消防局等に勤務する職員

年末年始における業務 日額4,500円

消防業務手当 消防職員
救急，人命救助，消防，
国際緊急援助活動等

1勤務250～4,000円

高所等における業務を行う職員
高さ10ｍ以上の足場の
不安定な箇所での業務等

日額250～350円

月額5,100～80,000円病院に勤務する職員
医療，調剤，臨床検査
業務等

日額200～3,200円

日額870円

著しく特殊であると市長が
認める業務

特殊施設業務手当
（技能職員）

特別養護老人ホーム，寿楽荘，
病院に勤務する職員

日額660～760円

日額870円

月額2,400円

学校に勤務する職員

非常災害時等の困難な
緊急業務，生徒を引率
して行う困難な指導業
務等

交通遮断せずに行う道路
の維持修繕業務

日額960円

動物取扱業務

医療業務手当

月額8,500円又は9,600円

1勤務2,900～3,800円

日額870円

夜間等業務手当
環境事業所，浄化センター，
病院，消防局等に勤務する職員

深夜における勤務

教育特殊業務手当

高所等業務手当

動物園業務手当 動物園に勤務する獣医師

税務事務手当

保育士，社会福祉主事等

食肉センターに勤務する職員

用地交渉業務手当 用地交渉業務に従事する職員

食肉業務手当 施設維持管理業務等

道路維持課に勤務する職員道路上業務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

手当の名称

環境事業所，浄化センター等に
勤務する職員

福祉業務手当

環境保全業務手当

徴収事務手当

税務事務所に勤務する職員

237,887

19

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度）

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

47.2

主な支給対象職員

日額440～960円
ごみ収集，下水道の維持
管理等に関する業務

月額8,000円又は日額720円

月額15,000円

月額8,600円～12,800円
保育業務，専門的な指導
又は助言等の業務

支給実績（平成１８年度決算）

国民健康保険料，介護保険料等
の徴収事務に従事する職員

出張して行う事務

土地取得等のための権利
者との交渉業務

深夜における常時介護
業務

199,235

税務事務
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 (6) その他の手当（平成１９年４月１日現在）

224,956円

223,266千円 151,572円

174,846円

192,016千円 78,024円

168,302千円 681,385円

158,316円

543,614円

(国の制度）
支給額　6,000円

～12,000円
異

国の制度と

異なる内容

276,696千円

同

同

異

異

異

支給職員１人当たり

平均支給年額

（平成１８年度決算）

支給実績

（平成１８年度決算）

11,960千円

（国の制度）
自宅居住者
　取得後5年間
　2,500円

同

管理監督の地位にある職員（部長，副
部長，課長，課長補佐等）に対して支給

手当額は給料月額×支給割合（7～22％）

(国の制度）
職務の級・官職に
応じて定額の手当
額を支給

祝日，年末年始の休日に勤務した職員
に支給

借家・借間居住者
最高支給限度額　27,000円
自宅居住者
世帯主である職員　3,500円

3,008千円

異動に伴い配偶者と別居し単身で生活
する職員に支給

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

手　当　名

161

（国の制度）
交通用具使用者
　片道の使用距離
　の区分に応じ
　24,500円まで

174

高等学校教員特別手当

国の制度

134,400円

13,113千円高等学校に勤務する教育職員に支給

管理職手当

宿日直手当

深夜に勤務した職員に支給

休日勤務手当

宿日直勤務を行った職員に支給
　勤務時間
　　18時間以上　　　　　　　　8,850円
　　5時間以上18時間未満　 5,900円
　　5時間未満　　　　　　　　  2,950円

管理職員特別勤務手当

管理職が，臨時又は緊急の必要等により
週休日又は休日に勤務した場合に支給
支給額
1勤務につき4,000円～10,000円

初任給調整手当 医師に対して支給

408,477

配偶者　13,000円
配偶者以外の扶養親族　6,000円
（ただし，配偶者のない場合の1人目
11,000円
扶養親族でない配偶者を有する場合
の1人目　6,500円）
16歳～22歳の子1人についての加算
 5,000円

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

住居手当

扶養手当

内容及び支給単価

夜間勤務手当

単身赴任手当

通勤手当

交通機関利用者
　定期券（6箇月を超えない範囲内で最も
　長い期間のもの）の価格
　（１箇月の支給限度額　55,000円）
自動車等利用者
　片道の使用距離の区分（2ｋｍ以上）に
　応じ23,900円まで

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

658,806円

564千円 564,000円

7,316千円 2,438,800円

41,530千円

199,618千円

442,705

同

との異同

異

(国の制度）
5時間以上
4,200円

5時間未満
2,100円

同
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５　特別職の報酬等の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円／ 円

円 ）

円 円／ 円

円 ）

円

円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年間）     

           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

政策調整に係る体制強化

園瀬病院病棟閉鎖など

＜参考＞

550

170

851

90

103

3,0533,124

[          0］[ 3,421 ］ [ 3,421 ］

会計区分変更など

▲ 71合　　計

0

357 328

101

給料月額×４×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

業務体制の見直し

下水道

商工

（　1,118,000

水道

　　（平成１８年度支給割合）

農林水産

主 な 増 減 理 由

小　計

その他

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

議会

総務

税務

79.33

▲ 16

102

833,600

退職時

380,100

420,000

給 料 月 額 等

1

▲ 65

0

病院

業務体制の見直し

汚泥処理業務の外部委託など

第 二 副 市 長

（　844,000

交通

（　896,000

区 分

788,480

給

料

742,720

第 一 副 市 長

855

105

167 3

▲ 2

88 111

247

169

19

1,405

169

393 377

2,269

児童数減少に伴う体制見直しなど

0

▲ 2

2,202

247

552

公用車の運転業務の一元化

ごみ収集体制の見直しなど

政策調整に係る体制強化など

保育所職員体制の見直しなど

業務体制の見直し

1,470

18

5151

84.64

▲ 67 ＜参考＞

＜参考＞

54.01

55.64

8

892,400

議 長

894,400

500,000714,000714,000

1,130,000

▲ 1

99

476

0

434

0

▲ 29

▲ 42

0

退
職
手
当

期
末
手
当

議 長

副 市 長

副 議 長

第 二 副 市 長

市 長

教育部門

計

土木

　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

普
通
会
計
部
門

小　計

消防部門

衛生
一
般
行
政
部
門

17,920,000

副 議 長

議 員

26,832,000

655,500

給料月額×５×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

647,000

　　（平成１８年度支給割合）

606,000

15

職 員 数

16

290

平成１９年度

282

617,500

（参考）類似団体における最高／最低額

706,500

▲ 2

平成１８年度

3.3

対前年
増減数

給料月額×４×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

報

酬

▲ 4

23

▲ 12

16,880,000

第 一 副 市 長

労働

民生

117.35

市 長

市 長

議 員

3.3
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 (2) 年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在）

　

 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）「徳島市行財政健全化実施計画2005」における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、平成１７年～２２年の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計

  　　　を示します。                                              

（参考）

数値目標

1,359

２５１人の純減

286人

２２年

247

59歳

550

～

1,405

39歳

427人

純減数

244人

数値目標

32歳28歳24歳 36歳

247

55歳

５年目

純減率

～

計

7.6%

２０年

43歳

2,981

▲ 244▲ 101

3,124 3,053

▲ 71

27歳 31歳

2,981人

終　期

273人

35歳

192人

248

職員数 3,225

増 減

増 減

職員数

増 減

385人

４年目２年目

47歳

304人

２１年

３年目

▲ 2

346人

51歳

～ ～

―

１７年 １８年

平成２２年４月1日

職員数

▲ 65

増 減 ―

928 855

一般行政

教　育

増 減

平成１７年４月1日 平成２２年４月1日

１９年

1,470

１年目

552

― ▲ 17

562

▲ 10

計画始期

職員数

　　　　　　　　　区　　分

     部　　門

職員数

1,487

消　防
職員数

▲ 4

851

―

平成１７年４月1日

職員数

～

区　分

未満

～

20歳 20歳

23歳

～

60歳

以上

56歳52歳

～

48歳

～ ～

44歳40歳

3,053人359人 2人

始　期

計画期間

職員数 4人 384人91人

3,225人

0

853

▲ 75

▲ 128

521

▲ 41

248

計

公営企業
等 会 計

１８年～２２年

計

―

▲ 82（64％）

―

▲ 77（100％）

―

▲ 12（29％）

―

▲ １（100％）0― ▲ 1

▲ 73

―

▲ 172（70％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成

比

%
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７　公営企業職員の状況

 (1) 水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成１９年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

　  平成１７年１０月から、職員の給料の減額措置（０～７％）を行っています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（参考）市町村平均

給与費 B/A

徳 島 市 41.2

区　　 分 基本給

319,325千円 1,188,499千円 6,991千円

352,097

平均年齢

区　　分

160,588千円

区　　分

4,338,256千円 254,666千円

Ａ  

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

170人 708,586千円

１８年度 1,365,960千円

Ｂ　

純損益又は

職員給与費比率

総費用に占める

1.6

職員手当

職員数

Ｂ／Ａ

１人当たり平均支給額（平成１８年度）

45.3

１８年度の総費用に占

める職員給与費比率

578,053

一人当たり給与費

6,895千円

1,803

3.0

572,943

徳島市（水道局）

375,666

徳島市（公営企業職員除く）

1.45

１８年度

23.5

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額です。

徳島市（水道局）

29,644

41.3433.5

徳島市（公営企業職員除く）

30.55

1.6

3.0

23.5

41.34

30.55

33.5

1.45

１人当たり平均支給額（平成１８年度）

1,902

市 町 村 平 均

10,555

59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

47.5 59.28 47.5

0.75 0.75

平均月収額

一人当たり

36.8%31.5%

総費用 職員給与費

27,955

実質収支



11

ウ　地域手当

（平成１９年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

日額220円～460円

給料月額の3/100

主な支給対象業務

237,685

同

管理職員特別勤務手当

5,906 千円

12,291 千円

住居手当

手　当　名 内容及び支給単価

通勤手当 一般行政職と同じ 同

一般行政職と同じ

扶養手当 一般行政職と同じ

0 千円 0一般行政職と同じ 同

管理職手当 一般行政職と同じ 同

夜間勤務手当 一般行政職と同じ

123,871

15,374 千円 93,745

15,979

492,186

722,999

252,019同 千円26,966

同 千円

一般行政職
の制度との異

同

一般行政職
の制度と異な

る内容 （平成１８年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

日額350円
1回1,150円又は1,450円

（平成１８年度決算）

水道施設の維持管理・修繕業務に従
事した職員、有害物質を使用する作
業に従事した職員、現地調査、指導
検査業務に従事した職員

施設の維持管理・修繕業務

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 238

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 40,621

平均支給年額

滞納督促業務又は随時徴収業務に
従事した職員

出張して徴収業務 日額300円又は550円

手当の名称 主な支給対象職員

非常召集手当

勤務時間外において、緊急・突発事
故等に対処するため非常召集を受け
た職員（その体制作りを命ぜられた職
員を含む。）

企業手当 管理職を除く職員

突発的な公道漏水事故又
は浄水施設の故障等に対
応するための業務

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ） 232

40,148

年末年始の休日（12月29日から翌年
の1月3日までの日）に勤務を命ぜら
れた職員

浄水場に勤務する職員で正規の勤務
時間内の全部又は一部として午後10
時から翌日の午前5時までの間にお
いて機器操作業務に従事した職員

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

年末年始手当

作業手当

支給対象職員数

支給実績（平成１８年度決算）

－

１勤務につき1,050円

年末年始における業務
 １日勤務　6,600円
半日勤務　3,600円
非常召集　6,600円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度） 90.0

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

集金手当

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

5

深夜における業務

0

0

支給実績（平成１８年度決算） 36,366

支給なし

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

一般行政職の制度（支給率）

－ －

支給対象地域
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 (2) 旅客自動車運送事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成１９年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

　  平成１７年１０月から、職員の給料の減額措置（０～７％）を行っています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

（うちバス事業運転手）

歳 人 円 円 歳 円

歳 人 円 円

円 円 円

（注）１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

　　　　 （平成１６年～平成１８年の３ヶ年平均）

　　　２　民間の類似職種との比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているわけではありません。

　　　　（本市職員のデータは、正規職員のみを対象としていますが、民間データはアルバイト、パートなどの非正規職員を

　　　　　含んでいます。）

　　　３　平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含みます。

　　　４　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均月収額を１２倍した試算値です。

参　考

平均月収額
（Ｂ）

46.0 339,787

105人 345,070千円 90,478千円 138,233千円 6,715千円

70 328,539 549,289

47.0 370,600

491,644千円 865,594千円

（参考）市町村平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

１８年度 1,220,427千円

１８年度の総費用に占

70.9% 71.6%

573,781千円 5,465千円１８年度

総費用に占める

職員給与費比率区　　分

総費用 純損益又は

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

557,726

徳 島 市

職員給与費

79 268,727 444,218

1.20

45.1 277,562 454,553

45.3

Ａ／Ｂ平均年齢 職員数 基本給
平均月収額

（Ａ）
平均年齢

―

1.20

―

営業用バス運転者

― ―

区　　分

45.4

1.08

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

民間（全国）
（Ｅ）

Ｃ／Ｄ Ｃ／Ｅ
公務員

（Ｃ）
民間（徳島県）

（Ｄ）

徳　 島 　市

区　　分

公　務　員

徳　 島 　市

市町村平均

5,330,616 4,447,100 4,920,000

市 町 村 平 均

実質収支

対応する民間
の類似職種

民　　　間
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交通局職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　１　基本的な考え方

　　　地方公務員の給与については、国、他の地方公共団体及び民間事業所の給与を考慮して定めることとされております。

　　　また、交通局職員の給与制度は長年にわたる経営健全化策の中で、様々な抑制策を実施しており、今後も他都市の状況等を勘

　　案しながら、適正な給与制度を構築していくことを基本に考えています。

　２　具体的な取組内容

　　　交通局職員の給与制度については、上記の考え方に基づき、平成１９年１月に次の見直しを行いました。

　　(1)　給料表の改定（昭和６０年代より３級までの昇格運用を実施しています。）

　　(2)　高齢層職員の昇給抑制制度の導入

　　(3)　各種手当の支給対象者の見直し及び支給月額の引下げ

　３　その他

　　　交通局職員の職員数については、事務事業の見直しや外部委託の推進により、平成２０年度までに平成１６年度の職員数と比べて

　　１１人削減する計画を実施中です。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

なし ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当

（平成１９年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額です。

１人当たり平均支給額（平成１８年度） １人当たり平均支給額（平成１８年度）

1,280 1,803

徳島市（交通局） 徳島市（公営企業職員除く）

1.6 0.75 1.6 0.75

3.0 1.45 3.0 1.45

徳島市（交通局） 徳島市（公営企業職員除く）

23.5 30.55 23.5 30.55

47.5 59.28 47.5 59.28

33.5 41.34 33.5 41.34

27,95525,514

59.28 59.28 59.28 59.28

支給実績（平成１８年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 0

2,310 10,555

支給なし － － －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）
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エ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成１９年４月１日現在）

円

円

円

円

④　定員管理の数値目標及び進捗状況

 (3) 病院事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成１９年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

　 平成１７年１０月から、職員の給料の減額措置（０～７％）を行っています。

区　　分

総費用 純損益又は 職員給与費

Ａ  Ｂ　

実質収支

計画期間

正規職員１１６人→１０５人

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 37,617

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度） 77.6

９．５％減
平成21年3月31日平成16年4月1日

数値目標
終期始期

60.0%

１８年度の総費用に占

給与費 B/A

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

Ｂ／Ａ める職員給与費比率

支給実績（平成１８年度決算） 4,025

（参考）市町村平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 一人当たり給与費

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

運転手・ガイド 中休勤務 1時間につき100円

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ） 44,790

清掃手当 運転手・ガイド バス清掃業務

中休手当

1回につき500円又は20円

支給実績

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ） 411

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 45,001

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 421

一般行政職と同じ

（平成１８年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 （平成１８年度決算） 平均支給年額

一般行政職
の制度との異

同

一般行政職
の制度と異な

る内容

同

同

122,188

扶養手当 一般行政職と同じ

住居手当

通勤手当 一般行政職と同じ

管理職手当 一般行政職と同じ

同

同

１８年度 7,251,933千円 -1,331,691千円 4,375,389千円 60.3%

総費用に占める

職員給与費比率

686,044千円 2,855,663千円 8,277千円 6,984千円１８年度 345人 1,564,060千円 605,559千円

千円 86,290

256,461

支給職員１人当たり

2,342 千円

19,491 千円

10,386 千円

780,667

9,233
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１９年４月１日現在）

ア　医師

歳 円 円

歳 円 円

イ　看護師

歳 円 円

歳 円 円

ウ　事務職員

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当

（平成１９年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。                                                                          

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

医師 15 15

12 46

市 町 村 平 均 44.2 356,684

平均年齢 基本給 平均月収額

552,044

徳 島 市 41.3 362,038 634,912

市 町 村 平 均 43.0 564,908 1,294,193

市 町 村 平 均 37.0

支給実績（１８年度決算） 30,757

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 627,685

－

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

医師

59.28 59.28 59.28 59.28

4,569 28,308 10,555 27,955

33.5 41.34 33.5 41.34

47.5 59.28 47.5 59.28

徳島市（病院局） 徳島市（公営企業職員除く）

23.5 30.55 23.5 30.55

3.0 1.45 3.0 1.45

1.6 0.75 1.6 0.75

徳島市（公営企業職員除く）

平均月収額

563,031

１人当たり平均支給額（平成18年度） １人当たり平均支給額（平成18年度）

1,986 1,803

293,387 473,921

区　　分

46.7 563,687 1,241,667

徳島市（病院局）

区　　分 平均年齢 基本給

徳 島 市 39.0 335,025

徳 島 市

基本給 平均月収額区　　分 平均年齢

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額です。
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エ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

④　定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

9.5%

(注)　地方公営企業法を一部適用していた平成１７年４月１日時点における数値目標のため、
     職員数には園瀬病院事業の人数を含んでいます。

106,109

管理職員特別勤務手当 一般行政職と同じ 同

初任給調整手当

一般行政職と同じ
ただし、医師については、
18時間以上　41,800円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　 20,900円
5時間未満　  10,450円

職員数職員数

平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日 平 成 ２ ２ 年 ４ 月 １ 日 削減数４３人　削減率9.5%

453人 410人 43人

計画期間
数値目標

始　期 終　期

平成１７年４月1日 平成２２年４月1日

千円33,166

純減率

宿日直手当 一部異 552,762

純減数

医師に対す
る支給

同

支給実績

千円 2,257,620

1,528 千円 69,455

医師、薬剤師、臨床検査技師等 医療、調剤、臨床検査業務等 月額5,100～90,000円

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ） 225,189

31,430

20,756

25,205

82.9

3

334,470

95,659

年末年始手当
年末年始（12月29日から翌年の1月3
日までの日）に勤務を命ぜられた職
員

年末年始における業務

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 202,290

左記職員に対する支給単価

日額4,500円

深夜における業務 １勤務380～6,800円

医療業務手当

千円

33,878 千円

（平成１８年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 642

夜間等業務手当
医療職給料表の適用を受ける職員及
びボイラー又は電気設備の取扱業務
に従事する職員

主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給実績（平成１８年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

612

手当の名称

千円 691,866

千円 189,337

管理職手当 一般行政職と同じ 同

医師に対して支給 国の制度と同じ

夜間勤務手当 一般行政職と同じ 同

131,275

通勤手当 一般行政職と同じ 同 24,784 千円 80,206

住居手当 一般行政職と同じ

213,068扶養手当 一般行政職と同じ 同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

一般行政職
の制度との

異同 （平成１８年度決算）


